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　 　(大阪市中央区北浜一丁目８番16号)

　 (注)　上記の内、旭川、札幌、釧路、室蘭、函館、北見、岩見沢、小樽、
帯広、苫小牧の各支店は金融商品取引法の規定による備置場所では
ありませんが、投資者の便宜を図るため備え置きます。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第87期
第１四半期
連結累計期間

第88期
第１四半期
連結累計期間

第87期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日

自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 132,047 146,173 566,272

経常利益 (百万円) 6,979 6,740 29,287

四半期(当期)純利益 (百万円) 261 3,939 11,982

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △889 2,903 11,619

純資産額 (百万円) 403,406 408,368 410,741

総資産額 (百万円) 1,605,076 1,645,159 1,641,561

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 1.25 19.16 58.10

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 24.50 24.18 24.37

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当り四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在していないため記載していない。

４．第87期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理している。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

はない。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ141億26百万円増の1,461億

73百万円となり、これに営業外収益を加えた経常収益は、136億91百万円増の1,469億45百万円となった。

一方、経常費用は、前年同四半期連結累計期間に比べ139億30百万円増の1,402億5百万円となった。

以上により、経常利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ2億38百万円減の67億40百万円となった。ま

た、四半期純利益は、前年同期に資産除去債務会計基準の適用に伴う過年度分の影響額を特別損失として

計上した反動などにより、36億78百万円増の39億39百万円となった。

　
セグメントの業績(内部取引消去後)は、次のとおりである。

　

① 電気事業

当第１四半期連結累計期間の販売電力量は、前年同四半期連結累計期間に比べ2.7％の減少となっ

た。この内訳として、電灯・電力では、電化機器の普及はあったが、春先の気温が前年に比べ高く推移

したことによる暖房需要の減少などにより、1.8％の減少となった。また、特定規模需要では、東日本

大震災の影響による業務用における商業施設などでの稼働減や産業用における紙・パルプや機械工

業での生産減などにより、3.4％の減少となった。

当第１四半期連結累計期間の収支については、収入面では、販売電力量の減少はあったが、本州方

面への電力融通の実施や燃料価格の上昇に伴う燃料費調整制度の影響などにより、売上高は、前年同

四半期連結累計期間に比べ139億17百万円増の1,419億79百万円となった。支出面では、経営全般にわ

たる効率化に努めたが、本州方面への電力融通の実施や燃料価格の上昇による燃料費の増加に加え、

火力発電所の定期検査基数の増加による修繕費の増加などにより、営業費用は、前年同四半期連結累

計期間に比べ135億79百万円増の1,322億6百万円となった。

以上により、営業利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ3億38百万円増の97億72百万円となっ

た。
　

② その他の事業

当第１四半期連結累計期間の収支については、収入面では、建設用資材の販売増加などにより、売

上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ2億8百万円増の41億94百万円となった。支出面では、仕入

れの増加などにより、営業費用は、前年同四半期連結累計期間に比べ55百万円増の35億56百万円と

なった。

以上により、営業利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ1億52百万円増の6億37百万円となっ

た。

EDINET提出書類

北海道電力株式会社(E04500)

四半期報告書

 4/19



　

（参考情報）

① 需給実績

　

種別 　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

前年同四半期比（％）

発受電電力量

自社

水力発電電力量 (百万kWh) 1,271 89.1

火力発電電力量 (百万kWh) 3,598 152.5

原子力発電電力量 (百万kWh) 3,655 97.3

新エネルギー等発電電力量 (百万kWh) 22 72.0

他社受電電力量 (百万kWh)
892
△20

97.4
16.5

融通電力量 (百万kWh)
8

△1,173
150.5
3,687.6

揚水発電所の揚水用電力量 (百万kWh) △34 83.6

合計 (百万kWh) 8,219 99.0

損失電力量等 (百万kWh) △733 121.4

販売電力量 (百万kWh) 7,486 97.3

出水率(自流) (％) 102.8 ―

(注) １　他社受電電力量には、連結子会社の北海道パワーエンジニアリング㈱及びほくでんエコエナジー㈱からの 
受電電力量が含まれている。

２　他社受電電力量及び融通電力量の上段は受電電力量、下段は送電電力量を示す。
３　揚水発電所の揚水用電力量とは貯水池運営のための揚水用に使用する電力である。
４　販売電力量の中には、自社事業用電力量21百万kWhを含んでいる。
５　出水率は、自社の昭和55年度から平成21年度までの当該累計期間の30ヶ年平均に対する比である。

　
② 販売電力量及び料金収入

　

種別
当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

前年同四半期比（％）

販売電力量
(百万kWh)

電灯計 2,838 98.4

電力計 497 96.8

電灯電力合計 3,335 98.2

特定規模需要 4,151 96.6

電灯電力・特定規模合計 7,486 97.3

他社販売 19 15.3

融通 1,173 3,794.8

料金収入
(百万円)

電灯料 59,174 99.9

電力料 67,402 101.2

電灯電力合計 126,577 100.6

他社販売 236 21.7

融通 14,339 9,075.3

(注) １　上記料金収入欄の電力料には「特定規模需要」分を含む。

２　上記料金収入には消費税等は含まれていない。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における資産は、減価償却による電気事業固定資産の減少はあったが、現

金及び預金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ35億98百万円増の1兆6,451億59百万円となった。

負債は、支払手形及び買掛金の減少はあったが、有利子負債の増加などにより、前連結会計年度末に比

べ59億70百万円増の1兆2,367億91百万円となった。

純資産は、四半期純利益の計上はあったが、配当金の支払いによる利益剰余金の減少などにより、前連

結会計年度末に比べ23億72百万円減の4,083億68百万円となった。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ0.2ポイント減

少し24.2％となった。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、ほくでんグループが対処すべき課題について、重要な変更はな

い。

　
(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、8億46百万円である。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 495,000,000

計 495,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 215,291,912215,291,912

札幌証券取引所 
東京証券取引所 
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数は100株である。

計 215,291,912215,291,912― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項なし

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項なし

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項なし

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年４月１日～ 
平成23年６月30日

－ 215,292 － 114,291 － 21,174

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができないことから、直前の基準日である平成23年３月31日現在で記載している。

　

① 【発行済株式】

　　平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　  9,705,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　204,375,400 2,043,754 ―

単元未満株式 普通株式　　1,211,512 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 215,291,912 ― ―

総株主の議決権 ― 2,043,754 ―

(注)　１　「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式である。

２　「完全議決権株式(その他)」欄に、証券保管振替機構名義の株式2,200株(議決権22個)が含まれている。

３　「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式56株及び当社所有の自己株式55株が含

　　まれている。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 
北海道電力株式会社

札幌市中央区大通東１丁目
２番地

9,705,000― 9,705,0004.51

計 ― 9,705,000― 9,705,0004.51

(注)　１　株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が100株(議決権１個)あり、当該株式

　　数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含まれている。

２　平成23年６月30日現在における自己株式は、9,705,667株(単元未満株式を含む。)である。

　

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)の定めるところにより、同規則及び「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57

号）に準拠して作成したものである。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、八重洲監査法人の四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

固定資産 1,532,382 1,516,522

電気事業固定資産 1,098,443 1,081,694

水力発電設備 113,585 112,167

汽力発電設備 100,880 98,534

原子力発電設備 315,314 305,838

送電設備 181,039 178,435

変電設備 80,728 80,698

配電設備 265,455 265,028

業務設備 38,720 37,828

その他の電気事業固定資産 2,719 3,162

その他の固定資産 47,036 46,418

固定資産仮勘定 115,336 120,456

建設仮勘定 115,197 120,111

除却仮勘定 139 345

核燃料 84,585 84,465

装荷核燃料 17,775 15,921

加工中等核燃料 66,809 68,543

投資その他の資産 186,981 183,487

長期投資 53,617 51,511

繰延税金資産 51,838 52,323

その他 81,635 79,779

貸倒引当金（貸方） △111 △126

流動資産 109,178 128,636

現金及び預金 20,956 38,022

受取手形及び売掛金 36,865 33,630

たな卸資産 35,174 37,663

繰延税金資産 9,849 10,064

その他 7,000 9,885

貸倒引当金（貸方） △667 △629

合計 1,641,561 1,645,159
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債及び純資産の部

負債の部

固定負債 986,859 1,000,691

社債 569,121 569,121

長期借入金 194,100 209,799

退職給付引当金 59,202 56,848

使用済燃料再処理等引当金 70,873 70,763

使用済燃料再処理等準備引当金 7,179 7,488

関係会社事業整理損失引当金 3,204 3,230

資産除去債務 77,636 78,083

その他 5,541 5,356

流動負債 233,498 225,268

1年以内に期限到来の固定負債 77,957 58,442

短期借入金 48,000 48,000

コマーシャル・ペーパー 19,000 43,000

支払手形及び買掛金 29,074 20,350

未払税金 14,495 18,950

その他 44,970 36,525

特別法上の引当金 10,461 10,830

渇水準備引当金 10,461 10,830

負債合計 1,230,820 1,236,791

純資産の部

株主資本 397,286 396,085

資本金 114,291 114,291

資本剰余金 21,174 21,174

利益剰余金 279,961 278,760

自己株式 △18,141 △18,142

その他の包括利益累計額 2,683 1,649

その他有価証券評価差額金 2,683 1,649

少数株主持分 10,771 10,633

純資産合計 410,741 408,368

合計 1,641,561 1,645,159
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

営業収益 132,047 146,173

電気事業営業収益 128,061 141,979

その他事業営業収益 3,985 4,194

営業費用 122,128 135,763

電気事業営業費用 118,627 132,206

その他事業営業費用 3,501 3,556

営業利益 9,919 10,410

営業外収益 1,205 771

受取配当金 207 203

受取利息 193 259

持分法による投資利益 118 66

その他 686 241

営業外費用 4,146 4,441

支払利息 3,758 3,525

その他 387 915

四半期経常収益合計 133,253 146,945

四半期経常費用合計 126,274 140,205

経常利益 6,979 6,740

渇水準備金引当又は取崩し 1,691 368

渇水準備金引当 1,691 368

特別損失 4,923 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,923 －

税金等調整前四半期純利益 364 6,371

法人税、住民税及び事業税 41 2,410

法人税等調整額 142 42

法人税等合計 184 2,453

少数株主損益調整前四半期純利益 179 3,917

少数株主損失（△） △81 △21

四半期純利益 261 3,939
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 179 3,917

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,069 △1,013

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0

その他の包括利益合計 △1,069 △1,013

四半期包括利益 △889 2,903

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △829 2,904

少数株主に係る四半期包括利益 △60 △0
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

税金費用の計算 　税金費用は、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算する方法によっている。

　

【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間

(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用している。

　

（原子力損害賠償支援機構法の成立）

　本年８月３日に成立した「原子力損害賠償支援機構法」において原子力事業者による原子力損害賠償支援機構

への負担金納付が義務づけられたが、現時点で業績への影響は不明である。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

項目

　

前連結会計年度 
(平成23年３月31日)

　

　

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

　

 

　偶発債務
 

(1) 日本原燃株式会社
 

　　 社債及び㈱日本政策投資銀行
　 ほかからの借入金に対する連帯
　 保証債務

 

(2) 原燃輸送株式会社
 

　　 ㈱日本政策投資銀行ほかから
　 の借入金に対する保証予約債務

 

(3) 従業員
 

　　 財形住宅融資による㈱みずほ
　 銀行ほかからの借入金に対する
　 連帯保証債務

 

(4) 社債の債務履行引受契約に係る
　偶発債務

 

　　 北海道電力第252回社債
　　　（引受先　㈱三井住友銀行）

 

　　　北海道電力第254回社債
　　　（引受先　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行）

 

　　　北海道電力第256回社債
　　　（引受先　㈱みずほコーポレート

　　　　銀行）
 

　　　北海道電力第257回社債
　　　（引受先　㈱みずほコーポレート

　　　　銀行）
 

　　　北海道電力第258回社債
　　　（引受先　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行）
 

 

 
 

 
 

 
47,043百万円

 

 
 

19百万円
 

 
 

 
21,055百万円

 

 
 

 
15,000百万円

 

 
19,130百万円

 

 

19,800百万円
 

 

20,000百万円
 

 
20,000百万円

 

 

 
 

 
 

 
46,027百万円

 

 
 

15百万円
 

 
 

 
20,260百万円

 

 
 

 
15,000百万円

 

 
19,130百万円

 

 

19,800百万円
 

 

20,000百万円
 

 
20,000百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとお

りである。

　

　

　

前第１四半期連結累計期間 
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年６月30日)

　

　

当第１四半期連結累計期間 
(自　平成23年４月１日 
  至　平成23年６月30日)

　

減価償却費 25,847百万円 25,363百万円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

配当金支払額

　
 

決議
 

株式の種類

　

配当金の総額
（百万円）

 

配当の原資

　

１株当たり
配当額(円)

 

基準日
 

効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 5,265利益剰余金 25平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

　

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

配当金支払額

　
 

決議
 

株式の種類

　

配当金の総額
（百万円）

 

配当の原資

　

１株当たり
配当額(円)

 

基準日
 

効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 5,139利益剰余金 25平成23年３月31日 平成23年６月30日
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

調整額(注1)
四半期連結
損益計算書
計上額(注2)電気事業 その他の事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 128,061 3,985 132,047 ― 132,047

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

336 12,382 12,719△12,719 ―

計 128,398 16,368 144,767△12,719 132,047

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

10,250 △410 9,839 79 9,919

（注）１　セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額79百万円は、セグメント間取引消去によるもの

 である。

２　セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

調整額(注1)
四半期連結
損益計算書
計上額(注2)電気事業 その他の事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 141,979 4,194 146,173 ― 146,173

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

341 16,513 16,855△16,855 ―

計 142,320 20,707 163,028△16,855 146,173

セグメント利益 9,668 482 10,150 259 10,410

（注）１　セグメント利益の調整額259百万円は、セグメント間取引消去によるものである。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益 1.25円 19.16円

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益(百万円) 261 3,939

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益(百万円) 261 3,939

    普通株式の期中平均株式数(千株) 208,200 205,586

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

　

　

　

　

２ 【その他】

該当事項なし

　

　

　

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月８日

北海道電力株式会社

取締役会  御中

　

八重洲監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士 　 本    間    英    雄   ㊞

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　　田　　一　　雄　 ㊞

　
業務執行社員 　 公認会計士　　滝　　澤　　直　　樹　 ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北海
道電力株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北海道電力株式会社及び連結子会社の平成23
年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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